








































































































































































































































































































































































































































































した医療実践の研究」（JSPS KAKENHI Grant Number22520692）
の助成を受けたものである。
註
(1) 藤野豊「第15回日本癩学会総会における小笠原登―圓周寺所蔵「小笠原登関係文
書」の分析（1）―」（『敬和学園大学研究紀要』21号、2012年２月）。小笠原登に
関する経歴、及び主な先行研究については、同論文を参照。
26
(2) 藤野豊「小笠原登とハンセン病患者　1941年～1942年―圓周寺所蔵「小笠原登
関係文書」の分析（2）―」（『敬和学園大学研究紀要』22号、2013年２月）。
(3) 小笠原登「病牀回顧」２（京都療道協会『療道』89号、1943年）、７～８頁。
(4) 小笠原登「心身一如の問題」終（『療道』98号、1943年）、４頁。
(5) 小笠原登「癩患者に於ける脚気に就いて」（『レプラ』15巻1号、1944年）、87～88頁。
(6) 1941年12月、第15回日本癩学会総会では、絶対隔離を推進する医師たちは、小
笠原の体質重視論を激しく攻撃した。これは、『大阪朝日新聞』が小笠原の見解に
ついて、小笠原があたかもハンセン病が感染症ではなく体質病であるかのごとく
主張しているように報道したからであり、それ以後、日本癩学会総会の場では、
小笠原の主張をめぐる論争はなされていない。詳しくは藤野前掲「第15回日本癩
学会総会における小笠原登」を参照。
(7) 早田晧「福岡が無癩県になる迄」（『大阪医事新誌』13巻５号、1942年５月）、
100頁・102頁・109頁。
(8) 1943年2月15日の「日記」には「Ｈ3退院ヲ請願セルヲ以テ退院診断ノ際一度警察
ノ意向ヲ問ヒ来ルベシト命ジテ帰宅セシメタリ」と、翌16日の「日記」には「Ｈ3
警察ニテ自宅療養ヲ許シ呉レタリトテ帰院　即時退院セシム」とそれぞれ記され
ている。Ｈ3は２月16日に一度退院し、その後再入院していたことになる。
(9) 「日記」によれば、以後も1944年10月20日、「午後四月三十日退院セシメタル奈
良県六名ノ患者ニツキ県ヨリ質問書ヲ持チテ荒木書記」が皮膚科特研を訪れ、10
月25日、小笠原は書面を荒木に提出している。患者は皮膚科特研を退院した後も、
県当局の監視下にあり、県側は皮膚科特研に患者の情報を求めていたのである。
(10) 櫻井方策・西村眞二「在社会、癩患者の生活状態と感染源問題」（『臨牀医報』628
号、1943年３月）、２頁、５～６頁。
(11) 廣川和花は、大阪大学文書館設置準備室に所蔵されている大阪皮膚病研究所関係史
料にもとづき、同研究所におけるハンセン病患者の通院治療の実態を紹介し、「皮
膚研のハンセン病診療の基礎には、小笠原のように診療所入所の明確なオルタナ
ティヴとして通院治療を行うのではなく、あくまで種々の限界性の下で、大阪のハ
ンセン病をめぐる状況への危機的認識に立ち、現行の療養所体制の不足を補うこと
を自らの役割と任じていた。しかし、ここに病者の社会生活継続を可能ならしめ、
戦後も外来診療を継続させた意義を認めないわけにはいかない」と、そのハンセン
病治療における意義を高く評価しているが(廣川和花『近代日本のハンセン病問題
と地域社会』、大阪大学出版会、2011年、217頁)、治療拒否という手段を行使して
まで患者を療養所に隔離させることに努めた同研究所に対し「病者の社会生活継続
を可能ならしめ」たなどという評価を下すことは事実において否定される。
(12) 1955年７月２日、長島愛生園で開かれた第22回瀬戸内集談会において、愛生園医
官となっていた櫻井は、大阪大学で神経癩と診断された女性を診察したところ、
臨床上ではハンセン病の後遺症が見られるものの、らい菌は発見できなかったの
で、らい予防法の「強制収容の対象にはドーモ成りえない」と認めつつも、「社
会的に彼女を放置してよいかどうか」と問い、「当人を放置すべきではない。向
後も彼女に度々、入所を勧奨して彼女が承知すればいいが、左様でなかつた場合
は如何にしたらいいだろう」と参加者に意見を求めている（櫻井方策「彼女は強
制収容さるべきか」、『長島紀要』２巻３号、1956年１月、52頁）。
(13) 光田健輔「癩根絶に関する所見」（『診療と経験』５巻11号、1941年11月）、13頁。
